
事業報告 

第 2期（平成 25年 7月 1日から平成 26年 6月 30日まで） 

 

1. 会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及び成果 

昨年 8月 5日の定時株主総会で承認いただいた通り、コミュニティ FM に関する業務を新し

く設立された NPO法人丹波コミュニティネットワークに移管し、当社は企画・デザインを通し

た地域活性化業務に資源を集中しています。 

11 月には丹波市からの業務委託により新しく社員を雇い入れ、丹波の魅力発信事業に取り組

み始めました。それに伴う新規オフィスの開設にあたっては、兵庫県から多大な応援をいただ

き、「サテライトオフィス」の県下認定第 1号となりました。 

現在、社員は 10名、いずれも丹波市への移住者です。丹波の魅力を市外に伝え、市外の消費

者の声を市内に伝える、それぞれの文化を運ぶ「風の会社」をコンセプトに経営しています。 

契約期間が当社決算月をまたぐため今期の決算には反映していませんが、3 月には兵庫県と、

また 6月には丹波市と新たな業務委託契約を結ばせていただきました。ビデオやパンフレット、

ホームページなど、他にも複数の制作案件を官民問わず契約いただいており、事業は順調に推

移しています。 

 

(2) 設備投資の状況 

オフィス開設に伴い、空調等の工事を行いました。（1,233千円） 

 

(3) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 会社が対処すべき課題と展望 

現在の社員は、いずれも業務委託に伴う緊急雇用による 1 年間の期間限定社員です。期間中

は委託費用の中で人件費も見込まれますが、期間満了後は、独自に雇用を続けなくてはなりま

せん。10月末で 4名、年度末で 6名の契約が満了します。すべての社員の雇用継続は前提とし

ていませんが（独立等を目指す社員もいるため）、何人かは継続して雇用し、地域のお役にたつ

事業を継続したいと考えます。そのためのビジネスモデルを確立しなくてはなりません。 

 

(5) 経営成績及び財産状況 

 第 1期（平成 24年 7月 4日か

ら平成 25年 6月 30日まで） 

第 2期（平成 25年 7月 1日か

ら平成 26年 6月 30日まで） 

売上高（千円） 1,157 12,128 

経常利益（千円） ▲582 537 

当期純利益（千円） ▲767 367 

1株当たり当期純利益 ▲3,727.6 1,785.7 

総資産（千円） 9,775 23,118 

純資産（千円） 9,532 9,899 

 



(6) 主要な事業内容 

インターネットサイトの企画運営、パンフレット・チラシ・ビデオ等の企画制作 

 

(7) 主要な事業所 

本社 春日町中山 1150 

サテライトオフィス 春日町中山 192-1 

(8) 従業員の状況 

10名 

 

(9) 重要な親会社及び子会社 

該当事項はありません。 

 

(10) 主要な借入先及び借入額 

該当事項はありません。 

 

(11) 主要な融資先及び融資額 

該当事項はありません。 

 

2. 株式に関する事項 

(1) 株式の状況 

① 発行可能株式総数：1,000株 

② 発行済株式の総数：206株 

③ 株主数：40名 

 

(2) 株式に関するその他の重要な事項 

コミュニティ FM 事業の移管に伴い、希望する株主様から代表取締役の小橋昭彦が株式を買い

取りました。当初、コミュニティ FMを担う NPO法人を買主と想定していましたが、昨年度株

主総会で提案をいただき、同法人との資本関係は持たないこととしました。これにより、小橋

昭彦が当社の株主第 1位となっています（26.2%）。第 3期におきまして、同様の方法により、

延期していた、当社設立メンバーからの株式買い取りを予定しています。 

 

3. 取締役及び監査役に関する事項 

(1) 当社の会社役員に関する事項 

役職 氏名 重要な兼職の状況 

代表取締役社長 小橋昭彦 NPO法人情報社会生活研究所 代表理事 

専務取締役 加藤寛之 サルトコラボラティブ 代表 

取締役 山名純吾 山名酒造株式会社 代表取締役社長 

監査役 金子敬之 金子法律事務所 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

平成 25年 7月 1日から平成 26年 6月 30日までの期間、報酬等は支払っていません。 

 



4. 会社の体制及び方針 

(1) 会社の機関及び内部統制システム 

当社は役員すべてが社外役員です。社員が増えたこともあり、代表取締役を中心に管理体制

を強化し、社員の育成を図ります。 

 

(2) リスク管理体制 

オフィス開設及び人材の雇用に伴い、経費が増大しています。キャッシュフローの管理に努

めます。 

 

(3) 会社役員又は支配株主との間の利益が相反する取引 

当社の取引には、当社役員または株主との間で、利益が相反する取引があります。いずれに

ついても、営業利益を確保できる売上原価の範囲内での外注であり、合理性のある取引です。

役員会での厳密な審査のうえ、承認を経て行っています。 

 

5. 株式会社の状況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 


